
現況報告書様式（平成30年4⽉1⽇現在） 別紙１

１．法⼈基本情報

(1)都道府県区分 (2)市町村区分 (3)所轄庁区分 (4)法⼈番号 (5)法⼈区分 (6)活動状況
26 京都府 100 京都市 26100 3130005005334 01 ⼀般法⼈ 01 運営中

(7)法⼈の名称 社会福祉法⼈　鳳福祉会
(8)主たる事務所の住所 京都府 京都市 北区紫⽵⻄南町１３番地
(9)主たる事務所の電話番号 075-491-0276 (10)主たる事務所のＦＡＸ番号 075-493-6816 (11)従たる事務所の有無 2 無
(12)従たる事務所の住所
(13)法⼈のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://taihouhoikuen.com (14)法⼈のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ taihouhoikuenn@h6.dion.ne.jp
(15)法⼈の設⽴認可年⽉⽇ 平成15年4⽉2⽇ (16)法⼈の設⽴登記年⽉⽇ 平成15年4⽉2⽇

２．当該会計年度の初⽇における評議員の状況

(1)評議員の定員 7 (2)評議員の現員 4 (3-6)評議員全員の報酬等の総額（円） 89,088

(3-1)評議員の⽒名 (3-3)評議員の任期 (3-4)評議員の所
轄庁からの再就職
状況

(3-5）他の社会福祉法⼈の評
議員・役員・職員との兼務状況

(3-7)前会計年度における評
議員会への出席回数(3-2)評議員の職業

⼭⽥尋志 H29.4.1 〜 平成３１年度会計の定時評議員会の終結の時まで 2 無 1 有 0 社会福祉法⼈リガーレ暮らしの架け橋　理事⻑
池⽥岩太 H29.4.1 〜 平成３１年度会計の定時評議員会の終結の時まで 2 無 1 有 0 上賀茂保育園　園⻑
眞⽥寛⼦ H29.4.1 〜 平成３１年度会計の定時評議員会の終結の時まで 2 無 2 無 0 妙林苑　　園⻑
内⽥雅⼦ H29.4.1 〜 平成３１年度会計の定時評議員会の終結の時まで 2 無 1 有 0 洛陽保育園　園⻑

３．当該会計年度の初⽇における理事の状況

(1)理事の定員 6 (2)理事の現員 6 (3-12)理事全員の報酬等の総額（円） 100,224 2 特例無

(3-1)理事の⽒名

(3-2)理事の役職 (3-3)理事⻑への就任年
⽉⽇

(3-4)理事の
常勤・⾮常勤

(3-5)理事選任の評議
員会議決年⽉⽇ (3-6)理事の職業

(3-7)理事の
所轄庁からの
再就職状況

(3-8)理事の任期 (3-9)理事要件の区分別該当状況

(3-10)各理事
と親族等特殊
関係にある者の
有無

(3-11)理事報酬等の⽀給形態

(3-13)前会
計年度におけ
る理事会への
出席回数

宮階市郎 1 理事⻑（会⻑等含む。） 平成29年6⽉21⽇ 1 常勤 平成29年6⽉21⽇ 待鳳保育園　園⻑ 1 有
H29.6.22 〜 平成30年度会計の定時評議員会の終結まで 3 施設の管理者 1 有 3 職員給与のみ⽀給 3 

⾼畑延弘 3 その他理事 2 ⾮常勤 平成29年6⽉21⽇ 鷹ヶ峯保育園　園⻑ 1 有
H29.6.21 〜 平成30年度会計の定時評議員会の終結まで 1 社会福祉事業の経営に関する識⾒を有する者 2 無 4 いずれも⽀給なし 3 

⽥中幸次 3 その他理事 2 ⾮常勤 平成29年6⽉21⽇ ⼿描友禅下絵職⼈ 1 有
H29.6.21 〜 平成30年度会計の定時評議員会の終結まで 4 その他 2 無 4 いずれも⽀給なし 3 

南　博光 3 その他理事 2 ⾮常勤 平成29年6⽉21⽇ 税理⼠ 1 有
H29.6.21 〜 平成30年度会計の定時評議員会の終結まで 4 その他 2 無 4 いずれも⽀給なし 3 

⻑⾕川⼤眞 3 その他理事 2 ⾮常勤 平成29年6⽉21⽇ 三⽞院　住職 1 有
H29.6.21 〜 平成30年度会計の定時評議員会の終結まで 4 その他 2 無 4 いずれも⽀給なし 3 

森本隆光 3 その他理事 2 ⾮常勤 平成29年6⽉21⽇ 無職（学区の社協の会⻑） 1 有
H29.6.21 〜 平成30年度会計の定時評議員会の終結まで 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 4 いずれも⽀給なし 3 

４．当該会計年度の初⽇における監事の状況

(1)監事の定員 2 (2)監事の現員 2 (3-6)監事全員の報酬等の総額（円） 33,408

(3-1)監事の⽒名

(3-2)①監事の職業 (3-2)②監事の所轄庁からの再就職状況 (3-3)監事選任の評議
員会議決年⽉⽇

(3-4)監事の任期 (3-5)監事要件の区分別該当状況 (3-7)前会計年度におけ
る理事会への出席回数

⽮野武也 社会福祉法⼈桜花学園　理事⻑ 2 無 平成29年6⽉21⽇
H29.6.21 〜 平成３０年度会計の定時評議員会の終結の時まで 6 財務管理に識⾒を有する者（その他） 3 

森　義昭 ⽟林院　住職 2 無 平成29年6⽉21⽇
H29.6.21 〜 平成３０年度会計の定時評議員会の終結の時まで 3 社会福祉事業に識⾒を有する者（その他） 3 

５．前会計年度・当会計年度における会計監査⼈の状況

(1-1)前会計年度の会計監査⼈の⽒名（監査法⼈の場合は監査法⼈名）
(1-2)前会計年度
の会計監査⼈の監
査報酬額（円）

(1-3)前年度
決算にかかる
定時評議員会
への出席の有
無

(2-1)当会計年度の会計監査⼈の⽒名（監査法⼈の場合は監査法⼈名）
(2-2)当会計年度
の会計監査⼈の監
査報酬額（円）

６．当該会計年度の初⽇における職員の状況

(1)法⼈本部職員の⼈数
①常勤専従者の実数 0 ➁常勤兼務者の実数 0 ③⾮常勤者の実数 0 

常勤換算数 0.0 常勤換算数 0.0 
(2)施設・事業所職員の⼈数
①常勤専従者の実数 22 ➁常勤兼務者の実数 0 ③⾮常勤者の実数 25 

常勤換算数 0.0 常勤換算数 12.0 

７．前会計年度に実施した評議員会の状況

(1)評議員会ごとの評議員
会開催年⽉⽇

(2)評議員会ごとの評議員・理事・監事・
会計監査⼈別の出席者数 (3)評議員会ごとの決議事項

評議員 理事 監事 会計監査⼈

平成29年6⽉21⽇ 4 6 2 0 １、なし

平成29年10⽉30⽇ 4 2 0 0 第１号議案　理事⻑の⾃⼰の職務の執⾏　　第２号議案　定款変更　　第３号議案　　経理規定
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(4)うち開催を省略した回数 0 

８．前会計年度に実施した理事会の状況

(1)理事会ごとの理事会開
催年⽉⽇

(2)理事会ごとの理事・監事別
の出席者数 (3)理事会ごとの決議事項

理事 監事

平成28年5⽉23⽇ 5 1 平成２７年度事業報告、決算報告、監事監査報告　

平成28年12⽉26⽇ 6 2 定款変更、評議員選任・解任委員会細則規定について、評議員選任・解任候補者について、評議員候補について

平成29年3⽉27⽇ 6 2 平成２９年度事業予定、予算報告、耐震補強設計会社との契約、耐震補強⼯事⼊札業者について、任期満了に伴い理事・監事の改選について

平成29年4⽉2⽇ 6 2 理事⻑選任について

平成29年5⽉22⽇ 6 2 平成２８年度事業報告について　　平成２８年度決算報告について　　監事監査結果報告

平成29年6⽉21⽇ 6 2 理事⻑・施設⻑選任について　　南園舎耐震補⼯事の⼊札結果報告について

平成29年10⽉17⽇ 6 2 理事⻑の⾃⼰の職務の執⾏　　　定款変更について　　経理規定変更について

平成30年3⽉26⽇ 6 2 理事⻑の⾃⼰の職務の執⾏　　　平成３０年度事業予定計画について　　平成３０年度予算について

(4)うち開催を省略した回数 1 

９．前会計年度に実施した監事監査の状況

(1)監事監査を実施した監事の⽒名 ⽮野武也
森　義昭

(2)監査報告により求められた改善すべき事項 耐震補強⼯事を急ぐ必要あり。
なし

(3)監査報告により求められた改善すべき なし
　　　事項に対する対応 耐震⼯事を完了した。

１０．前会計年度に実施した会計監査の状況

(1)会計監査⼈による会計監査報告における意⾒の区分 01 無限定適正意⾒

(2)会計監査⼈による監査報告書

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(1)社会福祉事業の実施状況

①-1拠点区
分コード分類

①-2拠点区
分名称

①-3事業類型コー
ド分類

①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地 ④事業所の⼟
地の保有状況

⑤事業所の建
物の保有状況

⑥事業所単位での事業開
始年⽉⽇

⑦事業所単位
での定員

⑧年間(4⽉〜
3⽉）利⽤者延べ
総数（⼈／年）

⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年⽉⽇ （イ）⾃⼰資⾦額（円） （ウ）補助⾦額（円） （エ）借⼊⾦額（円） （オ）建設費合計額（円） ウ　延べ床⾯積

イ　⼤規模修繕 （ア）－１修繕年⽉⽇
（１回⽬）

（ア）－２修繕年⽉⽇
（２回⽬）

（ア）－３修繕年⽉⽇
（３回⽬）

（ア）－４修繕年⽉⽇
（４回⽬）

（ア）－5修繕年⽉⽇
（５回⽬）

（イ）修繕費合計額（円）

001 待鳳保育園

02091201 保育所 待鳳保育園
京都府 京都市北区 京都市北区紫⽵⻄南町１３ 3 ⾃⼰所有 3 ⾃⼰所有 昭和29年4⽉1⽇ 150 43,945 
ア建設費 0
イ⼤規模修繕

001 待鳳保育園

00000001 本部経理区分 本部
京都府 京都市北区 京都市北区紫⽵⻄南町１３ 3 ⾃⼰所有 3 ⾃⼰所有 昭和29年4⽉1⽇ 0 0 
ア建設費 0
イ⼤規模修繕

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(2)公益事業

①-3事業類型コー
ド分類

①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地 ④事業所の⼟
地の保有状況

⑤事業所の建
物の保有状況

⑥事業所単位での事業開
始年⽉⽇

⑦事業所単位
での定員

⑧年間(4⽉〜
3⽉）利⽤者延べ
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①-1拠点区
分コード分類

①-2拠点区
分名称

地の保有状況 物の保有状況 始年⽉⽇ での定員
総数（⼈／年）

⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年⽉⽇ （イ）⾃⼰資⾦額（円） （ウ）補助⾦額（円） （エ）借⼊⾦額（円） （オ）建設費合計額（円） ウ　延べ床⾯積

イ　⼤規模修繕 （ア）－１修繕年⽉⽇
（１回⽬）

（ア）－２修繕年⽉⽇
（２回⽬）

（ア）－３修繕年⽉⽇
（３回⽬）

（ア）－４修繕年⽉⽇
（４回⽬）

（ア）－5修繕年⽉⽇
（５回⽬）

（イ）修繕費合計額（円）

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(3)収益事業

①-1拠点区
分コード分類

①-2拠点区
分名称

①-3事業類型コー
ド分類

①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地 ④事業所の⼟
地の保有状況

⑤事業所の建
物の保有状況

⑥事業所単位での事業開
始年⽉⽇

⑦事業所単位
での定員

⑧年間(4⽉〜
3⽉）利⽤者延べ
総数（⼈／年）

⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年⽉⽇ （イ）⾃⼰資⾦額（円） （ウ）補助⾦額（円） （エ）借⼊⾦額（円） （オ）建設費合計額（円） ウ　延べ床⾯積

イ　⼤規模修繕 （ア）－１修繕年⽉⽇
（１回⽬）

（ア）－２修繕年⽉⽇
（２回⽬）

（ア）－３修繕年⽉⽇
（３回⽬）

（ア）－４修繕年⽉⽇
（４回⽬）

（ア）－5修繕年⽉⽇
（５回⽬）

（イ）修繕費合計額（円）

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(4)備考

11-2．うち地域における公益的な取組（地域公益事業含む）（再掲）

①取組類型コード分類
➁取組の名称 ③取組の実施場所(区域)

④取組内容

１２．社会福祉充実残額及び社会福祉充実計画の策定の状況 （社会福祉充実残額算定シートを作成するまで編集することはできません）

（1）社会福祉充実残額等の総額（円） 0
（2）社会福祉充実計画における計画額（計画期間中の総額）
　　①社会福祉事業⼜は公益事業（社会福祉事業に類する⼩規模事業）（円） 0
　　②地域公益事業（円） 0
　　③公益事業（円） 0
　　④合計額（①＋②＋③）（円） 0
（3）社会福祉充実残額の前年度の投資実績額
　　①社会福祉事業⼜は公益事業（社会福祉事業に類する⼩規模事業）（円） 0
　　②地域公益事業（円） 0
　　③公益事業（円） 0
　　④合計額（①＋②＋③）（円） 0
（4）社会福祉充実計画の実施期間 〜

１３．透明性の確保に向けた取組状況

(1)積極的な情報公表への取組
　①任意事項の公表の有無
　　㋐事業報告 1 有
　　㋑財産⽬録 1 有
　　㋒事業計画書 2 無
　　㋓第三者評価結果 3 該当なし
　　㋔苦情処理結果 2 無
　　㋕監事監査結果 2 無
　　㋖附属明細書 2 無
(2)前会計年度の報酬・補助⾦等の公費の状況
　①事業運営に係る公費（円） 160,439,330
　➁施設・設備に係る公費（円） 9,571,000
　③国庫補助⾦等特別積⽴⾦取崩累計額（円） 22,641,688
(3)福祉サービスの第三者評価の受審施設・事業所について

施設名 直近の受審年度

１４．ガバナンスの強化・財務規律の確⽴に向けた取組状況

(1)会計監査⼈⾮設置法⼈における会計に関する専⾨家の活⽤状況
　①実施者の区分 03 税理⼠
　➁実施者の⽒名（法⼈の場合は法⼈名） 南　博光
　③業務内容 イ　財務会計に関する事務処理体制の向上に対する⽀援
　④費⽤［年額］（円） 488,800
(2)法⼈所轄庁からの報告徴収・検査への対応状況
　①所轄庁から求められた改善事項 施設運営　職員採⽤時に、雇⼊時健康診断を⾏うこと

財務管理　　１、経理規定を改正する事
　　　　
施設運営　職員の賃⾦は、京都府最低賃⾦額以上の額で計算し　⽀給すること。

　➁実施した改善内容 職員の採⽤時には、健康診断をします。
経理規定の改正は、今年度の理事会にて承認をもらっています。
指摘の翌⽉から最低賃⾦より多く⽀払うように賃⾦を改定しました。

１５．その他

退職⼿当制度の加⼊状況等（複数回答可）
① 社会福祉施設職員等退職⼿当共済制度（(独)福祉医療機構）に加⼊ 1 有
② 中⼩企業退職⾦共済制度（(独)勤労者退職⾦共済機構）に加⼊ 2 無
③ 特定退職⾦共済制度（商⼯会議所）に加⼊ 2 無
④ 都道府県社会福祉協議会や都道府県⺠間社会福祉事業職員共済会等が⾏う⺠間の社会福祉事業･施設の職員を対象とした退職⼿当制度に加⼊ 1 有
⑤ その他の退職⼿当制度に加⼊（具体的に︓●●●　　）
⑥ 法⼈独⾃で退職⼿当制度を整備 2 無
⑦ 退職⼿当制度には加⼊せず、退職給付引当⾦の積⽴も⾏っていない 2 無


